
 

 

中央新幹線品川・名古屋間工事実施計画（その２） 

 

１．路 線 名      中央新幹線 

 

２．工事の区間      品川・名古屋間 

 

３．線路の位置      添附図面のとおり 

 

４．線 路 延 長      ２８５ｋｍ６０５ｍ 

 

５．停車場の位置 

 

名称 位置 記事 

品川
しながわ

 東京都港区港南 品川駅併設 

神奈川
か な が わ

県
けん

（仮称） 神奈川県相模原市緑区橋本  

山梨
やまなし

県
けん

（仮称） 山梨県甲府市大津町字入田  

長野
な が の

県
けん

（仮称） 長野県飯田市上郷飯沼  

岐阜
ぎ ふ

県
けん

（仮称） 岐阜県中津川市千旦林字坂本  

名古屋
な ご や

 愛知県名古屋市中村区名駅 名古屋駅併設 

 

６．車庫施設及び検査修繕施設の位置 

 

名称 位置 記事 

関東
かんとう

車両基地（仮称） 神奈川県相模原市緑区鳥屋  

中部
ちゅうぶ

総合車両基地（仮称） 岐阜県中津川市千旦林  

 

７．工事方法 

 

  イ．最小曲線半径   基本 ８，０００ｍ 

             ただし、地形上等のためやむをえない場合 ８００ｍ 

             分岐附帯曲線にあっては ６００ｍ 

 



 

 

  ロ．最急勾配     ４０‰ 

 

  ハ．軌道の中心間隔  ５．８ｍ以上（ガイドウェイ中心線間隔） 

 

  ト．施工基面の幅   ガイドウェイ中心線から外縁まで ３．１５ｍ以上 

 

  チ．軌道及び橋梁の負担力   標準列車荷重（添附図面のとおり） 

 

  リ．停車場における本線路の有効長  ４３０ｍ以上 

   

ヌ．列車の制御方式  列車間の間隔を確保する装置による方法 

   

ル．通信設備の概要  光搬送設備及び列車無線設備 

 

  カ．き電線、送電線及び配電線（低圧のものを除く。）の架設方式、種類及び太さ 

 

種別 架設方式 種類 太さ 

き電線 地上式 

または 

地中式 

特別高圧用ケーブル 

（架橋ポリエチレンケーブル） 

６００～８００ｍ㎡ 

配電線 

（低圧のものを

除く。） 

地上式 

または 

地中式 

特別高圧用ケーブル 

（架橋ポリエチレンケーブル） 

または 

高圧用ケーブル 

（架橋ポリエチレンケーブル） 

２２～４００ｍ㎡ 

 

  ヨ．発電所及び変電所の概要 

     き電用変電所 

       新  設  １４箇所 

       受  電  １５４ｋＶ ２回線   １０箇所 

６６ｋＶ  ２回線    １箇所 

７７ｋＶ  ２回線    １箇所 

             １５４ｋＶ  ３回線           １箇所 

             １５４ｋＶ  ２回線、７７ｋＶ  １回線    １箇所 

       変 圧 器  主変圧器（最大２００ＭＶＡ） ２組 １０箇所 

             主変圧器（最大８０ＭＶＡ）  ２組  ２箇所 

             主変圧器（最大６０ＭＶＡ）  ３組    ２箇所 



 

 

      指令所より遠方監視制御を行う。 

 

  タ．建設工事に伴う人に対する危害の防止方法 

関係の諸法規に準拠し、工事部門ごとに定められた示方書等によるほか、必要に

応じ施行方法の検討、保安設備、監視人の配置等を行い、人に対する危害防止に努

める。 

 

  レ．その他工事の実施に関し必要な事項 

（走行方式） 

走行方式は超電導磁気浮上方式であり、地上コイル、ガイドウェイ側壁、支持車

輪走行路、案内車輪走行路及び伸縮継手からなるガイドウェイを設置する計画であ

る。 

（大深度地下） 

品川駅から神奈川県（仮称）駅及び岐阜県（仮称）駅から名古屋駅までの区間の

一部を大深度地下の公共的使用に関する特別措置法に基づき工事を実施する計画で

ある。 

   （山岳トンネル） 

大土被りとなる南アルプス隧道（仮称）等については、坑内からの長尺水平ボー

リングや先進坑等により地質を確認しながら、適切な工法を用いて施工する計画で

ある。 

（トンネル湧水） 

水資源に影響を及ぼす可能性のある大井川等については、河川流量観測を実施す

るとともに、トンネル貫通までの間に、トンネル坑内湧水量と河川流量との関係を

分析し、必要に応じて代替水源の確保を行う計画である。 

（建設発生土） 

建設発生土については、本事業内での再利用を図る他、関係自治体等の協力を得

て他の公共事業や民間事業での有効利用を図るなど、適切に取り扱う計画である。 

また、建設発生土の運搬に当たっては、地域住民の生活環境への影響を低減する

方法を用いる計画である。 

   （汚染土壌） 

自然由来の重金属等による汚染のおそれのある土壌については、関連法令等に基

づき、管理及び処理する計画である。 

 

８．工 事 予 算     別紙のとおり 

 

９．工事の着手及び完了の予定時期 

   着手予定     認可の日 

   完了予定     平成３９年 






